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1. 背景・目的 

 日本の米軍基地（専用施設・区域）は、戦後 1956年

には日本本土に 87％（沖縄県 13％）があったが、沖縄

県に次々に移設されるなどして、2020年現在では沖縄

県に 70.3％（日本本土 29.7％）が集中している。米軍

基地（18,697ha）の県土面積に占める割合は 8.2％、

人口の 9割以上が居住する沖縄本島では 14.6％となっ

ている。沖縄県とその周辺では、水域 27カ所（約 54,938

㎢）と空域 20カ所（約 96,416㎢）の広大なエリアも、

米軍管理下の訓練区域となっており、漁業や航空経路

の経済活動で制限を余儀なくされている。沖縄県では、

そうした多くの米軍基地が集中することで、様々な被

害や事件・事故に悩まされ、生活や地域の経済活動が

制限され、その発展が阻害され続けている。 

 

2. 研究内容・方法 

 本稿では、沖縄県における米軍基地問題の実態を踏

まえながら、米軍基地が地域の経済活動にどのような

影響を与えているのか、その現状と課題の把握を行っ

た。その上で、沖縄の域内経済循環に影響を与える沖

縄県の公募・入札の現状と課題を把握して、自律循環

型地域経済システムの構築に向けた方策を検討した。 

 調査研究の方法としては、沖縄県内各地の米軍基地

とその周辺地域のフィールドワークを行うと共に、米

軍基地や沖縄県の公募・入札等に関連する文献調査か

ら実態把握を行った。 

 

3. 研究 1：沖縄の米軍基地と地域経済の構造的問題 

3-1. 沖縄の米軍基地問題の実態 

 沖縄県内では 12 市町村に米軍基地が所在しており、

その市町村面積に占める米軍基地施設面積の割合は

14.5％となっている。各市町村面積に占める割合で最

も大きいのが嘉手納町の 82.0％である。次いで金武町

の 55.7％、北谷町の 51.6％、宜野座村の 50.7％、読

谷村の 35.6％、伊江村の 35.2％、那覇市の 34.0％な

どとなっている。住民や企業等は、極めて限られた土

地での生活や経済活動を余儀なくされている。 

 そうした広大な面積を持つ米軍基地に関係した事

件・事故が年間（2020年）70件も発生している。その

うち演習等関連が 35 件で不時着等の航空機関連（15

件）や原野火災（16件）が多くを占める。その 6割以

上が住民の生活する基地の提供区域外で発生しており

（区域内 27件、区域外 43件）、市民生活や経済活動に

大きな影響を与えている。 

3-2. 国から沖縄への財政移転の現状・課題 

 米軍基地による弊害を全国で類を見ないほど過大に

被りながらも、国から沖縄県に対する財政移転（国庫

支出金＋地方交付税交付金）は少なく、弊害を補う国

の予算は不十分な状況にある。国からの財政移転（2017

年度）の大きさは、他の都道府県との比較では、全国

12 位（7,305 億円）、人口一人当たりで全国５位（506

千円）にとどまっている。日本への復帰後、一度も全

国１位になったことはない。 

 沖縄県では、米軍基地集中の見返りとして、国から

の財政支援が他の都道府県よりも多くある、との誤っ

たイメージが日本本土で広がっていることが問題解決

を困難にさせている。誤ったイメージを固定化させて

いる要因の一つが「沖縄振興予算」と名付けられた予

算名と他の都道府県にはないその独自の仕組みである。

沖縄振興予算は、他の都道府県では各省庁が個別に計

上する予算を、沖縄県では内閣府沖縄担当部局予算に

おいて内閣府が一括計上するものである。沖縄が戦後

27年間にわたり米軍の施政権下にあり、各省庁に直接

予算要求する機会等がなく、日本復帰に際して国への

予算要求を一体的に行ったことで今に至っている。

2022年度の沖縄振興予算は 2,684億円となっているが、

他の都道府県と同様の交付金・補助金の枠組みに加え

て、さらに 2,684 億円の予算が別途上乗せされている

わけでない。その予算額も年々減額されている。 

 

3-3. 沖縄の米軍基地関係収入の現状・課題 

 米軍基地の経済規模として、沖縄県における米軍基

地からの関連収入は、総額で 2,454億円（2018年）で

ある。内訳は、米軍等への財・サービス提供が 885 億

円、米軍基地からの要素所得が 1,569 億円（駐留軍等

労働者所得 534 億円、軍用地料 873 億円、その他 162

億円）である。そうした米軍基地関連収入が県民総所

得（47,663 億円）に占める割合は 5.1％にとどまって

いる。県民総所得の 14.6％を占める観光収入（6,979

億円）の三分の一の規模と少ない。また、自治体にお

ける歳入総額に占める基地に関連する歳入割合も、県

内市町村全体では 4.4％にとどまっている。 

 沖縄の地域経済にとって、米軍基地はその弊害の大

きさを補うだけの経済的メリットは限定的となってい

る。米軍基地があることで沖縄の地域経済が成り立っ

ているとの誤ったイメージも本土では少なからず固定

化しており、沖縄と本土とのすれ違いの要因となって

いる。 



今瀬政司(2022)「沖縄の米軍基地問題と自律循環型地域経済システム構築」地域活性学会第 14 回研究大会 

- 2 - 

3-4. 沖縄の米軍基地が地域経済に与える弊害 

 沖縄県内に所在する米軍基地の多くが、住民や企業

等にとって生活や様々な経済活動を行う上で地理的に

利便性の高い場所にある。県内中南部の都市圏は全国

でも有数の高い人口密度となっている。市街地を分断

する形で広大な米軍基地が広がっていることで、生活

やビジネスの都市機能、交通体系、土地利用などの面

で地域経済の発展を阻害している。 

 過去に返還された米軍の駐留軍用地の跡地利用に伴

う経済効果に関する県の試算では、那覇新都心地区、

小禄金城地区、桑江・北前地区において、返還後の跡

地利用により、返還前と比較して直接経済効果が約 28

倍、雇用者数が約 72倍となった。今後返還が予定され

ている駐留軍用地でも、跡地利用を推進することで、

直接経済効果と誘発雇用者数がそれぞれ約 18 倍と見

込まれている。 

 

4. 研究 2：沖縄の域内経済循環と県発注の構造的問題

4-1. 自律循環型地域経済システム構築の必要性 

 こうした米軍基地の集中による様々な弊害がある中、

沖縄の地域経済を発展させるための方策として、沖縄

県内において自律循環型地域経済システムを構築する

ことが重要といえる。 

 沖縄県は、アジア諸外国からは近距離にあるが、日

本本土から地理的に離れているというハンディキャッ

プは大きい。米軍基地が大きく減らない限りは、地域

の経済活動を発展的に行うための土地が限られている。

域際収支として観光産業が沖縄経済の柱となっている

が、域内での経済活動のボリュームを大きくしなけれ

ば、沖縄全体の経済発展は限定的となる。そうしたこ

とから、沖縄県内において自律循環的に地域経済活動

が拡大していくことが欠かせない。 

 沖縄県における自律循環型地域経済システムの構築

に向けた牽引機能の一つとして、県や市町村が民間事

業者に委託・発注する公共工事や財・サービス事業の

公募・入札において、法制度等の範囲内において、県

内事業者を優先する条件（県外事業者の参入条件の厳

格化）の整備強化などが考えられる。 

 沖縄県では、県の公募・入札において、県内企業へ

の優先発注や県産品の優先使用の推進、県産品の使用

推奨キャンペーン（県産品奨励月間、産業まつりや物

産展の開催、優良県産品推奨制度等）など、これまで

自律循環型地域経済システム構築に向けた取組みを行

ってきている。だが、その取組みは不十分な状況にあ

る。沖縄県内では、これまで県外資本が沖縄経済の主

要な部分を占め、経済効果の県外流出が激しく、「ザル

経済」とも呼ばれる構造的問題を抱えている。 

 本研究では、沖縄の域内経済循環に影響を与える沖

縄県の公募・入札の現状と構造的問題を把握すること

で、自律循環型地域経済システム構築に向けた沖縄経

済の構造改革の方策を検討した。 

 

4-2. 沖縄県の「県内企業への優先発注及び県産品の優

先使用基本方針」の課題 

 沖縄県は、県内需要の創出による域内経済循環を高

め、経済の活性化を促進するとともに、域内経済の安

定的な成長を目指すために、「県内企業への優先発注及

び県産品の優先使用基本方針」（以下「基本方針」）を

策定している。入札等に係る関係法令等（ＷＴＯ政府

調達協定を含む）に従いながら、県内企業への優先発

注や県産品の優先使用を推進するとしている。本方針

は、1954年の「島産品愛用運動」が始まりで、1977年

に策定され、幾度にわたり改定されてきた。公共工事

や物品調達を優先発注の対象としてきたが、2018年の

改定で「県が発注する業務全般」に対象が拡充された。 

 

4-2-1. 基本方針の「県内企業への優先発注」の課題 

 基本方針では、「県が発注する業務について、県内企

業へ優先的に発注する」と方針が掲げられている。だ

が、「県内企業では対応できない場合、または県内企業

のみでは競争性が確保できない場合を除き」とした例

外規定が前面に出た表現となっている。県発注業務を

受注した業者に対して、下請や外注業者等の選定にあ

たっては、「県内企業を優先的に選定するよう要請す

る」とした「要請」レベルの規定となっている。 

 2018年の改定では、優先発注する「県内企業」の定

義が設けられた。県が発注する公共工事では、「県内企

業」の定義を「県内に主たる営業所を有する事業者」

としている。だが、具体的取組としては、「配慮」「要

請」といったレベルの規定が多い。「技術的問題等で県

内企業だけで対応できない場合においても、共同企業

体を組ませ可能な限り県内企業へ発注するほか、県内

中小企業者の受注機会の確保に配慮する」、「（県発注業

務を受注した）総合建設業者と下請中小企業振興法に

基づく親事業者に対して、下請け等の発注に当たって、

可能な限り県内企業を優先的に選定するよう要請す

る」、「病院、企業等の民間工事発注者に対し、工事の

発注に際しては県内企業を優先的に選定するよう要請

する」、といったものである。 

 公共工事以外では、「県内に本店、支店又は営業所を

有する事業者」としており、県外に本店を置く県外資

本企業も対象としている。その上で、「県内に本店を有

する事業者」、「県内に支店又は営業所を有する事業者」

の順で選定して県内企業に優先発注するとしている。

県が発注する業務について、「県内に本店を有する事業

者では対応できない場合、または県内に本店を有する

事業者のみでは競争性が確保できない場合を除き」と

した例外規定が前面に出た表現となっている。 
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4-2-2. 基本方針の「県産品の優先使用」の課題 

 基本方針では、沖縄県で使用する物品について、入

札等に係る関係法令等に従いながら、「県産品を優先し

て使用する」としている。「県産品」は、「県内におい

て製造・加工される製品」と定義して、移輸入等によ

り持ち込まれた材料を単に箱詰めした製品は該当しな

いとしている。だが、「規格、品質、価格等が適正な県

産品がある場合」との条件規定が前面に出た表現とな

っている。県発注業務を受注した業者に対しては、必

要な物品等を調達する場合に「県産品を優先的に選定

するよう要請する」としており、「要請」レベルの規定

となっている。 

 

4-2-3. 「沖縄県の契約に関する取組方針」の課題 

 「沖縄県の契約に関する条例」（2018 年施行）に基

づいて、県が取り組むべき方針として「沖縄県の契約

に関する取組方針」（2021年改定、以下「取組方針」）

を定めている。その取組方針では、工事請負契約、業

務委託契約、物品購入で共通して、県内企業への優先

発注や県産品の優先使用を努力規定としている。対象

を全部局等とした取組方針として、県内中小企業の受

注機会の確保に向けて、「県内企業では対応できない場

合、または県内企業のみでは競争性が確保できない場

合を除き、県内企業へ優先的に発注するよう努める」

としている。県産品の利用の促進に向けて、「庁用物品

をはじめ、県で使用する物品について、規格、品質、

価格等が適正な県産品がある場合は、入札等に係る関

係法令等に従いながら、これを優先して使用するよう

努める」としている。また、工事請負契約の入札や業

務請負契約の建設関連業務に係る入札では、「契約の内

容に応じて地域要件を設定する」としているが、「競争

が確保されない場合を除き」との例外規定がある。 

 

4-3. 沖縄県の「県内企業への優先発注及び県産品の優

先使用」の実態の検証 

4-3-1. 沖縄県の公募・入札の現状・課題 

 「令和 3・4年度建設工事入札参加資格審査及び等級

格付基準」によると、沖縄県内に主たる営業所を有す

る建設業者（発注件数・金額が大きい特定の５業種）

については等級格付けを行っている。全国統一基準で

ある経営事項審査の評点（客観点）に、県独自の評価

項目を点数化した県独自評点（主観点）を加えた総合

評点の順位を基本としている。一方、県外に主たる営

業所を有する建設業者については等級格付けを行って

いない。2019～20年度の入札参加申請では、建設業法

に基づく県内許可業者 4,809業者（2019年 3月末現在）

のうち、2,072 業者（43.1％）が入札参加の登録を行

っている。一方、県外業者は 327 業者で、県内建設工

事入札参加資格者のうちの 13.8％を占めている。 

 沖縄県の競争入札参加資格（物品関係）登録申請で

は、本社が沖縄県外の場合には沖縄支社のみを登録す

ることはできないが、本社の代表者が本社とともに支

社を申請しすれば登録が可能となっている。物品購入

や印刷物請負の随意契約手続でのオープンカウンター

方式（公募型見積合わせ）の参加資格では、「沖縄本島

内に本店または営業所等を有する者」などとしており、

県外に本社のある県外資本企業も対象としている。 

 

4-3-2. 沖縄県の公募・入札の具体事例の検証 

 沖縄県が 2022 年度に公募している公共工事以外の

委託事業の企画提案募集（プロポーザル方式等）や一

般競争入札について、同年 4～8月に沖縄県ホームペー

ジで把握できた範囲内で「県内企業への優先発注及び

県産品の優先使用」の実態を把握、検証した。 

 

①企画提案募集（プロポーザル方式等）の事例検証 

 企画提案募集では、県外資本企業を含めた「沖縄県

内に本店、支店又は営業所」を設置していること（共

同事業体の場合は、その条件を満たす事業者が１者以

上参加するなど）を応募参加資格とする事業が全体と

して比較的多く見られる。例えば、「令和４年度沖縄き

のこ知って・食べて・健康増進委託業務」や「令和４

年度沖縄らしい風景づくりに係る人材育成業務」など

がある。 

 沖縄県内に本社・本店を設置していること等、「県内

企業への優先発注」の趣旨を比較的厳格に守っている

公募事業として、事例は少ないが以下のものが見られ

る。応募参加資格として、「令和 4年度工芸工房運営改

善支援事業」は、沖縄県内に本社を置く法人、または

県内に本社を有する事業者が 1 社以上参加している共

同企業体であることとしている。「令和４年度沖縄県観

光事業者事業継続・経営改善サポート事業」は、沖縄

県内に本店又は主たる事務所を設置していること（コ

ンソーシアムで提案を行う場合には構成員のうち１者

以上がこの要件を満たすこと）としている。「「美ら島

おきなわ文化祭 2022」沖縄文化発信事業八重山芸能フ

ェスティバル委託業務」は、石垣市又は八重山郡内に

本社、支社又は営業所を有することとしている。 

 一方、沖縄県内に事業所を設置することを応募参加

資格としていない公募事業の事例として、「令和４年度

沖縄県観光産業実態調査事業」、「大型 MICE施設に係る

公共交通検討業務（R4-1)」がある。 

 また、もともと県外資本企業の応募を想定したよう

な参加資格を設けている公募事業の事例もある。「令和

４年度物流対策総合支援事業（物量強化実証）」は、「県

内支店又は県内事業拠点等（県内での法人登記の有無

は問わない）を有する者であること」としており、県

内に本店を有する企業を想定していない。「令和４年度
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沖縄観光貢献度可視化事業委託業務」は、「共同企業体

による企画提案申請も認める。共同企業体の連絡担当

者が沖縄県に在住し、日常的に県と事務調整を行える

体制を整えていること」として、県と事務調整する「連

絡担当者」さえ県内に在住すれば構わないとしている。

「令和４年度沖縄県農山漁村発イノベーションサポー

トセンター委託業務」は、「単独で本事業を実施する場

合は、沖縄県内に本店又は支店等を設置している法人

であること、または沖縄県内に営業所等を設置予定で

ある法人であること」として、これまで県内での事業

所実績がなくとも、営業所等を設置予定であれば構わ

ないとしている。 

 

②一般競争入札の事例検証 

 一般競争入札では、競争入札参加資格登録名簿に登

録された者であること等が事業への応募参加資格とな

っている。個々の入札要項では、応募参加条件として

県内事業所の種別（本店・支店等）の明記がないもの

が多い。「沖縄ＩＴ津梁パーク企業集積施設（1～3 号

棟）長期保全計画作成業務」、「県営都市公園管理に係

る備品（農林水産機器等）売買契約」もその事例であ

る。県内事業所設置の参加条件を明記している事例も

希にあるが、本店・支店等の種別はなく、「令和４年度

県内遺跡発掘調査に伴うレンタカー賃貸」は「県内に

事業所をもつもの」としているのみである。 

 

5. 考察・展望：米軍基地問題を抱える沖縄の自律循環

型地域経済システム構築に向けた方策 

 こうした沖縄県における米軍基地と地域経済の構造

的問題、ならびに沖縄の域内経済循環に影響を与える

沖縄県の公募・入札の構造的問題を把握することで、

沖縄経済の構造改革となる「自律循環型地域経済シス

テム」構築に向けた方策を検討、提言する。 

 「県内企業への優先発注及び県産品の優先使用基本

方針」における「県内企業」の定義について、公共工

事以外でも、「県内に本店を有する事業者」と改めるこ

とによって、基本方針の趣旨を実態に反映させやすく

する。公募・入札の事業を担い得る事業者が県内に存

在しない場合等は、「県内企業では対応できない場合、

または県内企業のみでは競争性が確保できない場合を

除き」とした例外規定で十分に対応できる。 

 入札に当たっては、最低価格落札方式から総合評価

落札方式にさらに積極的に変えていくことも考えられ

る。県内中小企業の受注機会の確保に向けて、工事請

負契約の取組方針では、「総合評価一般競争入札におい

て、地域内での拠点、近隣地域での施工実績、県内企

業の下請活用を評価する」としている。沖縄の土着性

等を踏まえた企画提案や能力、事業所の種別などを加

えて、さらに幅広い観点から総合的に評価する。 

 また、基本方針に対応した県内企業・県産品発注に

関する行政の事務事業評価システムの厳格化が考えら

れる。「沖縄県の契約に関する取組方針」の中で、評価

システムが設けられているが、「実績取りまとめ」「検

討」「努める」「推奨」の規定にとどまっている。県内

中小企業の受注機会の確保に向けて、「県の発注部局に

おける県内企業への発注実績及び県産品の使用実績を

年度毎に取りまとめ、県産品優先使用等連絡会議で検

討を行い、県内企業への優先発注及び県産品の優先使

用の効果的運用に努める」としている。県産品の利用

の促進に向けて、工事請負契約では「特記仕様書等に

おいて、適格な県産建設資材の優先使用、使用状況報

告書の提出を明記し推奨する」としている。そこで、

公募・入札で参加資格をさらに厳格化するとともに、

個別事業ごとに県内企業への発注実績及び県産品の使

用実績を厳格に評価して、それを契約業務の精算段階

で反映させる。その個別評価の結果を次年度以降の予

算編成・執行にも反映することが考えられる。 

 さらに、民間企業間の取引においては、県内に主た

る営業所や本社・本店を有する企業間取引を優先する

インセンティブを生み出していく。一定の事業規模以

上の取引において、税制優遇措置を設けたり、各種補

助制度で優遇することなども考えられる。 

 本研究では、米軍基地の弊害を抱える沖縄の域内経

済循環の構造的問題とその解決策の一端を把握、検討

したに過ぎない。今後は、県内各市町村の公募・入札

についても実態把握を行うとともに、民間企業同士の

取引における県内資本と県外資本の関係実態を把握す

ることで、沖縄県における自律循環型地域経済システ

ム構築に向けた方策をさらに検討していきたい。 
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